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議案第１４９号参考資料

川口市選挙運動費用の公費負担に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市選挙運動費用の公費負担に関する条例（平成５年条例第７号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（選挙運動用ビラの作成の公費の支払） （選挙運動用ビラの作成の公費の支払）

第９条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契約に 第９条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、 基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、

当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成 当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成

単価が、８円３８銭を超える場合には、８円３８銭）に当該選挙運動用ビラの作 単価が、７円７３銭を超える場合には、７円７３銭）に当該選挙運動用ビラの作

成枚数（当該候補者を通じて法第１４２条第１項第６号に定める枚数の範囲内の 成枚数（当該候補者を通じて法第１４２条第１項第６号に定める枚数の範囲内の

ものであることにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に ものであることにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第７条後段にお 基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第７条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの いて準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの

作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払 作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払

う。 う。

（選挙運動用ビラの作成の公費負担の限度額） （選挙運動用ビラの作成の公費負担の限度額）

第１０条 第７条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合の公費負担の限度額 第１０条 第７条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合の公費負担の限度額

は、候補者１人について、８円３８銭に選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚 は、候補者１人について、７円７３銭に選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚

数が、法第１４２条第１項第６号に定める枚数を超える場合には、同号に定める 数が、法第１４２条第１項第６号に定める枚数を超える場合には、同号に定める

枚数）を乗じて得た金額とする。 枚数）を乗じて得た金額とする。

（選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） （選挙運動用ポスターの作成の公費の支払）

第１３条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契約 第１３条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべき金額 に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべき金額

のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単 のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単

価（当該作成単価が、３０円７３銭に当該選挙が行われる区域におけるポスター 価（当該作成単価が、２８円３５銭に当該選挙が行われる区域におけるポスター

掲示場の数から５００を減じた数を乗じて得た金額に６０９，６９０円を加えた 掲示場の数から５００を減じた数を乗じて得た金額に５８６，９０５円を加えた
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金額を当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数で除して得た金額（ 金額を当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数で除して得た金額（

１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする。以下「単価の限度額 １円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする。以下「単価の限度額

」という。）を超える場合には、当該単価の限度額）に当該選挙運動用ポスター 」という。）を超える場合には、当該単価の限度額）に当該選挙運動用ポスター

の作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示 の作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示

場の数に１．２を乗じて得た数（１未満の端数がある場合には、その端数は、１ 場の数に１．２を乗じて得た数（１未満の端数がある場合には、その端数は、１

とする。次条において同じ。）の範囲内のものであることにつき、委員会が定め とする。次条において同じ。）の範囲内のものであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。 るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。

）を乗じて得た金額を、第１１条後段において準用する第２条ただし書に規定す ）を乗じて得た金額を、第１１条後段において準用する第２条ただし書に規定す

る要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基 る要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基

づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。
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議案第１５０号参考資料

川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第６号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第８条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子（民法第８１７条の 第８条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子（民法第８１７条の

２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁 ２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判 組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判

所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童 所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第 福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」という。）であ ６条の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」という。）であ

る職員に委託されている児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含 る職員に委託されている児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含

む。第１８条の２第１項第３号を除き、以下同じ。）のある職員（職員の配偶者 む。 以下同じ。）のある職員（職員の配偶者

で当該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をい で当該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をい

う。以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育することがで う。以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育することがで

きるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、 きるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の 規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の

正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。 正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職員について ４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職員について

準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子（ 準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子（

民法第８１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規 民法第８１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規

定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家 定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家

事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監 事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監

護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の 護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の

規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親 規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親

」という。）である職員に委託されている児童その他これらに準ずる者として規 」という。）である職員に委託されている児童その他これらに準ずる者として規
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則で定める者を含む。第１８条の２第１項第３号を除き、以下同じ。）のある職 則で定める者を含む。 以下同じ。）のある職

員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前 員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前

５時までの間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当該子を ５時までの間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当該子を

養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職 養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、並びに第 員を除く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、並びに第

２項及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定め ２項及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定め

るところにより、当該子を養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する要介護 るところにより、当該子を養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する要介護

者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項 者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項

中「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間 中「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間

をいう。）における」と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するため をいう。）における」と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な運営を妨げ の措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な運営を妨げ

る」と読み替えるものとする。 る」と読み替えるものとする。

５ （略） ５ （略）

（介護休暇） （介護休暇）

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係 第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者 と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者

の父母その他規則で定める者（第１８条の３第１項において「配偶者等」という。 の父母その他規則で定める者

）で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支 で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支

障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規則で定め 障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規則で定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする るところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内 一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当 で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇とする。 であると認められる場合における休暇とする。

２・３ （略） ２・３ （略）

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等）

第１８条の２ 任命権者は、川口市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例

第７号）第２４条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の規定による申出を

した職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措
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置を講じなければならない。

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生

時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に

係る申出職員の意向を確認するための措置

(3) 川口市職員の育児休業等に関する条例第２４条第１項の規定による申出に係

る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の

出生の日以後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活と

の両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認する

ための措置

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職

員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児

期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置

(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭

の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活

との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認す

るための措置

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の

取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員等に対する意向確認等）

第１８条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に

至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する

制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）

その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員

の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度におい

て、前項に規定する事項を知らせなければならない。
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（勤務環境の整備に関する措置）

第１８条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置
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議案第１５１号参考資料

川口市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）（第１条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１ 第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１

０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、第３条第２項、第５条第２ ０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、第３条第２項、第５条第２

項、第７条、第８条、第１０条第１項及び第２項、第１４条及び第１５条（これ 項、第７条、第８条、第１０条第１項及び第２項、第１４条及び第１５条（これ

らの規定を育児休業法第１７条において準用する場合を含む。）、第１７条、第 らの規定を育児休業法第１７条において準用する場合を含む。）、第１７条、第

１８条第３項並びに第１９条第１項から第３項まで及び第５項の規定に基づき、 １８条第３項並びに第１９条第１項及び第２項の 規定に基づき、

並びに育児休業法を実施するため、職員の育児休業等に関し必要な事項を定める 並びに育児休業法を実施するため、職員の育児休業等に関し必要な事項を定める

ものとする。 ものとする。

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員）

第２０条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす 第２０条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 る。

(1) （略） (1) （略）

(2) 勤務日の日数 を考慮して市長が定める非常勤職員 (2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市長が定める非常勤職員

以外の非常勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の 以外の非常勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の

職を占める職員を除く。次条において同じ 。 職を占める職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。

） ）

（第１号部分休業の承認） （部分休業 の承認）

第２１条 育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項 第２１条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下

に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、３０分を単 同じ。）の承認は、正規の勤務時間（勤務時間等に関する条例第８条第１項に規

位として行うものとする。 定する正規の勤務時間をいう。）（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等

を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定め

られた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、３０分を単位として行うものとす
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る。

２ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）又は ２ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）又は

勤務時間等に関する条例第１４条第２項第６号の規定による特別休暇又は勤務時 勤務時間等に関する条例第１４条第２項第６号の規定による特別休暇又は勤務時

間等に関する条例第１５条の２第１項に規定する介護時間の承認を受けて勤務し 間等に関する条例第１５条の２第１項に規定する介護時間の承認を受けて勤務し

ない職員（非常勤職員を除く。）に対する第１号部分休業の承認については、１ ない職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業 の承認については、１

日につき２時間から当該特別休暇の時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務し 日につき２時間から当該特別休暇の時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 ない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日につき、当該非常 ３ 非常勤職員に対する部分休業 の承認については、１日につき、当該非常

勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間を 勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間を

超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又 超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又

は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条 は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条

の２第２０項の規定による介護をするための時間の承認を受けて勤務しない場合 の２第２０項の規定による介護をするための時間の承認を受けて勤務しない場合

にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は

当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えな 当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えな

い範囲内で）行うものとする。 い範囲内で）行うものとする。

（第２号部分休業の承認）

第２１条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第

１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間

を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該

各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であっ

て、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時

間数

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残

時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間）

第２１条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月

１日から翌年３月３１日までとする。

（育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間）

第２１条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間は、次の各号
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に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。

(1) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じ

て得た時間

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情）

第２１条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が

負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の

規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第

３項の規定による変更（第２３条において「第３項変更」という。）をしなけれ

ば同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生ずる

と任命権者が認める事情とする。

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い）

第２２条 職員が部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。 第２２条 職員が部分休業

次項において同じ。）の承認を受けて勤務しない場合には、給与条例第１１条の の承認を受けて勤務しない場合には、給与条例第１１条の

規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例第１５条に規定する 規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例第１５条に規定する

勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。

２ （略） ２ （略）

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由）

第２３条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の 第２３条 第１４条の規定は、部分休業について準用する。

条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第２４条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、
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次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施

(2) 育児休業に関する相談体制の整備

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置
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○ 現業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３５年条例第５８号）（第２条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（給与の減額） （給与の減額）

第１６条 （略） 第１６条 （略）

２ 現業職員が部分休業（当該現業職員がその小学校就学の始期に達するまでの子 ２ 現業職員が部分休業（当該現業職員がその小学校就学の始期に達するまでの子

を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないことをいう。）、修 を養育するため１日の勤務時間の 一部を勤務しないことをいう。）、修

学部分休業（当該現業職員が大学等における修学のため、１週間の勤務時間の一 学部分休業（当該現業職員が大学等における修学のため、１週間の勤務時間の一

部について勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該現業職員が要介護者（配 部について勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該現業職員が要介護者（配

偶者、父母、子、配偶者の父母その他市長が指定する者で負傷、疾病又は老齢に 偶者、父母、子、配偶者の父母その他市長が指定する者で負傷、疾病又は老齢に

より市長が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以 より市長が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以

下この項において同じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認 下この項において同じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該現業職員が要介護者の められる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該現業職員が要介護者の

介護をするため１日の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受け 介護をするため１日の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受け

て勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、 て勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、

勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。
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○ 川口市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和４１年条例第６２号）（第３条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（給与の減額） （給与の減額）

第１５条 （略） 第１５条 （略）

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育す ２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育す

るため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないことをいう。）、介護休暇（ るため１日の勤務時間の 一部を勤務しないことをいう。）、介護休暇（

当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する 当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する

者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むの 者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下この項において同じ。）の介護をするため、勤務 に支障があるものをいう。以下この項において同じ。）の介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間 しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間

（当該職員が要介護者の介護をするため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと （当該職員が要介護者の介護をするため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと

をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。

３ （略） ３ （略）
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○ 川口市医療センター企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１８年条例第３３号）（第４条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（給与の減額） （給与の減額）

第２１条 （略） 第２１条 （略）

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育す ２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育す

るため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないことをいう。）、介護休暇（ るため１日の勤務時間の 一部を勤務しないことをいう。）、介護休暇（

当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する 当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する

者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むの 者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下この項において同じ。）の介護をするため、勤務 に支障があるものをいう。以下この項において同じ。）の介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間 しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間

（当該職員が要介護者の介護をするため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと （当該職員が要介護者の介護をするため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと

をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。

３ （略） ３ （略）
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議案第１５２号参考資料

川口市職員の旅費に関する条例等の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市職員の旅費に関する条例（昭和４２年条例第８号）（第１条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 ころによる。

(1) （略） (1) （略）

(2) 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属する島の存す

る領域をいう。次号において同じ。）における旅行をいう。

(3) 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をいう。以下同じ。

）との間における旅行及び外国における旅行をいう。

(4) 出張 職員が公務のため一時その在勤公署（出張命令権者等（第４条第１項

に規定する出張命令権者等をいう。以下この号において同じ。）が認める場合

には、その住所、居所その他出張命令権者等が認める場所）を離れて旅行し、

又は職員以外の者が公務のため一時その住所、居所その他出張命令権者等が認

める場所を離れて旅行することをいう。

(5) 赴任 新たに採用された職員（市の要請に応じて国又は他の地方公共団体の (2) 赴任 転任を

職員から引き続いて職員となったものその他市長が特に必要と認める職員に限

る。）がその採用に伴う移転のため住所若しくは居所から在勤公署に旅行（内

国旅行に限る。以下この号において同じ。）をし、又は転任を命ぜられた職員 命ぜられた職員

がその転任に伴う移転のため旧在勤公署から新在勤公署に旅行をすることをい がその転任に伴う移転のため旧在勤公署から新在勤公署へ旅行する ことをい

う。 う。

(6) 家族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。次号において同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟

姉妹で職員と生計を一にするものをいう。

(7) 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに死亡当時職
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員と生計を一にしていた他の親族をいう。

２ この条例において「何級の職務」という場合には、川口市職員の給与に関する

条例（昭和２６年条例第１７号）第３条第１項第１号に規定する行政職給料表に

よる当該級の職務（同表の適用を受けない者については、規則で定めるこれに相

当する職務）をいうものとする。

３ 前２項に規定するもののほか、この条例における用語の意義は、国家公務員等

の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号。以下「旅費法」という。）の

例による。

（旅費の支給） （旅費の支給）

第３条 職員が出張又は赴任（以下「出張等」という。）をした場合には、当該職 第３条 職員が出張し、又は赴任した場合には、当該職員に対し、旅費を支給する。

員に対し、旅費を支給する。 ２ 職員以外の者が、市の機関の依頼に応じ、公務の遂行を補助するため出張した

２ 職員が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に定める者に対し、 場合には、その者に対し旅費を支給する。

旅費を支給する。 ３ 前２項の規定により旅費の支給を受けることができる者が、その出発前に出張

(1) 職員が出張等のための内国旅行中に退職、免職、失職又は休職（以下「退職 若しくは赴任の命令若しくは出張の依頼（以下「出張命令等」という。）を変更

等」という。）となった場合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合を除 （取消しを含む。以下同じ。）され、又は死亡した場合において、当該出張又は

く。） 当該職員 赴任のため既に支出した金額があるときは、当該金額のうちその者の損失となっ

(2) 職員が出張等のための内国旅行中に死亡した場合 当該職員の遺族 た金額で市長が定めるものを旅費として支給することができる。

(3) 職員が出張のための外国旅行中に退職等となった場合（当該退職等に伴う旅

行を必要としない場合を除く。） 当該職員

(4) 職員が出張のための外国旅行中に死亡した場合 当該職員の遺族

３ 職員が前項第１号又は第３号に該当する場合において、地方公務員法第１６条

各号若しくは第２９条第１項各号に掲げる事由又はこれらに準ずる事由により退

職等となったときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費は、支給

しない。

４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行を補助

するため、証人、鑑定人、参考人、通訳等として出張をした場合には、その者に

対し、旅費を支給する。

５ 第１項、第２項及び前項の規定にかかわらず、１の旅行区間の距離が１．４キ

ロメートル未満の旅行については、当該各項の規定による旅費は、支給しない。

ただし、特別の事情があると市長が認める場合は、この限りでない。

-15-



６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる者が、

次条第３項の規定により同条第１項に規定する出張命令等の変更（取消しを含む。

同条第３項及び第４項並びに第５条において同じ。）を受け、又は死亡した場合

その他規則で定める場合には、当該旅行のため既に支出した金額のうちその者の

損失となる金額又は支出を要する金額で規則で定めるものを旅費として支給する

ことができる。

７ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる者が、

出張等のための旅行中に天災その他規則で定める事情により概算払を受けた旅費

額（概算払を受けなかった場合には、概算払を受けることができた旅費額に相当

する金額）の全部又は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費額の範囲内で

規則で定める金額を旅費として支給することができる。

（出張命令等） （出張命令等）

第４条 出張等は、任命権者若しくはその委任を受けた者又は出張の依頼を行う者 第４条 出張又は赴任（以下「出張等」という。）は、任命権者又は出張の依頼を

（以下「出張命令権者等」という。）の発する出張等の命令又は出張の依頼（以 行う者（以下「任命権者等」という。）の発する出張命令等によって行われなけ

下「出張命令等」という。）によって行われなければならない。 ればならない。

２ 出張命令権者等は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては 公 ２ 任命権者等 は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては、公

務の円滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能で 務の円滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能で

ある場合に限り、出張命令等を発することができる。 ある場合に限り、出張命令等を発することができる。

３ 出張命令権者等は、既に発した出張命令等の変更をする必要があると認める場 ３ 任命権者等は、出張命令等（赴任の命令を除く。）を発し、又はこれを変更す

合で、前項の規定に該当するときは、自ら又は次条第１項若しくは第２項の規定 るには、出張命令簿等に当該出張に関する事項を記載し、これを当該出張者に提

による当該出張命令等を受けた者の申請に基づき、その変更をすることができる。 示して行わなければならない。ただし、市内への出張の場合には、口頭により出

張命令等を発し、又は変更することができる。

４ 出張命令権者等は、出張の命令若しくは依頼を行い、又はその変更をするとき

は、出張命令簿又は出張依頼簿（以下この条において「出張命令簿等」という。

）に規則で定める事項を記載し、これを当該出張の命令又は依頼を受ける者に提

示して行わなければならない。ただし、出張命令簿等に当該事項を記載するいと

まがない場合は、この限りでない。

５ 出張命令権者等は、前項ただし書の規定により出張命令簿等の記載をしなかっ

た場合には、速やかに出張命令簿等に同項に規定する事項を記載しなければなら

ない。
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６ 第４項本文の規定にかかわらず、市内への出張の場合には、出張命令権者等は、

口頭により出張の命令若しくは依頼を行い、又は変更をすることができる。

７ 赴任の命令の方法 は、任命権者が別に定める。 ４ 赴任の命令の方法及び出張命令簿等の様式は、任命権者が別に定める。

（出張命令等に従わない出張等） （旅費の種類）

第５条 出張をする者及び赴任をする者（以下「出張者等」という。）は、公務上 第５条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、食卓料、移

の必要又は天災その他やむを得ない事情により出張命令等（前条第３項の規定に 転料、着後手当、扶養親族移転料及び出張雑費とする。

より変更を受けた出張命令等を含む。以下この条において同じ。）に従って出張 ２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。

等をすることができない場合には、あらかじめ出張命令権者等に出張命令等の変 ３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。

更の申請をしなければならない。 ４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ旅客運賃により支給する。

２ 出張者等は、前項の規定による出張命令等の変更の申請をするいとまがない場 ５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行について、路程に応じ実費額に

合には、出張命令等に従わないで出張等をした後、速やかに出張命令権者等に出 より支給する。

張命令等の変更の申請をしなければならない。 ６ 日当は、出張又は赴任中の日数に応じ１日当たりの定額により支給する。

３ 出張者等が、前２項の規定による出張命令等の変更の申請をせず、又は申請を ７ 宿泊料は、出張又は赴任中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給する。

したがその変更が認められなかった場合において、出張命令等に従わないで出張 ８ 食卓料は、水路旅行及び航空旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給

等をしたときは、当該出張者等は、出張命令等に従った限度の出張等に対する旅 する。

費のみの支給を受けることができる。 ９ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転について、路程に応じ定額により支

給する。

１０ 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移転について、定額により支給する。

１１ 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族の移転について、支給する。

１２ 出張雑費は、出張に伴う雑費について、１日当たりの定額により支給する。

（旅費の計算） （旅費の計算）

第６条 旅費は、出張等に要する実費を弁償するためのものとして第８条から第２ 第６条 旅費は

０条までに規定する種目及び内容に基づき、最も経済的な通常の経路及び方法に 、最も経済的な通常の経路及び方法に

より出張等をした場合の旅費により計算する。ただし、公務上の必要又は天災そ より出張等をした場合の旅費により計算する。ただし、公務 の必要又は災害そ

の他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法によって出張等を の他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法によって出張等を

し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。 し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。

（旅費の請求手続） （旅費の請求手続）

第７条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする出張者等及び 第７条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする出張者又は赴

概算払に係る旅費の支給を受けた出張者等でその精算をしようとするものは、所 任者（以下「出張者等」という。）及び概算払に係る旅費の支給を受けた出張者

定の請求書に必要な資料を添えて、当該旅費の支出又は支払をする者に提出しな 等でその精算をしようとするものは、所定の請求書に必要な書類を添えて提出し
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ければならない。この場合において、必要な資料の全部又は一部を提出しなかっ なければならない。

た者は、その請求に係る旅費のうちその資料を提出しなかったため、その旅費の

必要が明らかにされなかった部分の支給又は支払を受けることができない。

２ （略） ２ （略）

３ 第１項に規定する旅費の支出又は支払をする者は、前項の規定による精算の結 ３ 第１項に規定する請求書の様式及び前項に規定する期間は、規則で定める。

果過払金があった場合には、所定の期間内に、当該過払金を返納させなければな

らない。

４ 第１項に規定する必要な資料の種類、請求書の記載事項、第２項及び前項に規

定する期間その他必要な事項は、規則で定める。

（旅費の種目及び内容） （鉄道賃）

第８条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿 第８条 鉄道賃の額は、その乗車に要する旅客運賃（以下この項において「運賃」

泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費、家族移転費、渡航雑費及び死亡手当とし、 という。）並びに次に掲げる急行料金、特別車両料金及び座席指定料金による。

これらの内容は、次条から第２０条までに定めるところによる。 (1) 急行料金を徴する線路による出張等の場合には、運賃のほか、その乗車に要

する急行料金

(2) 特別車両料金を徴する客車を運行する線路による出張等をする場合には、運

賃及び前号に規定する急行料金のほか、特別車両料金

(3) 座席指定料金を徴する客車を運行する線路による出張等をする場合には、運

賃及び第１号に規定する急行料金及び前号に規定する特別車両料金のほか、座

席指定料金

２ 前項各号に規定する急行料金、特別車両料金及び座席指定料金は、路程が２０

０キロメートル以上の出張等で、任命権者等が必要と認め、かつ、現にこれらを

利用する場合に限り支給する。ただし、緊急を要する出張等の場合については、

路程が２００キロメートル未満の出張等であっても急行料金を支給することがで

きる。

（鉄道賃） （船賃）

第９条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項に 第９条 船賃の額は、次に掲げる旅客運賃（はしけ賃及びさん橋賃を含む。以下こ

規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年法律第７６号）第１ の条において「運賃」という。）、寝台料金及び特別船室料金並びに座席指定料

条第１項に規定する軌道、外国におけるこれらに相当するものその他規則で定め 金による。

るものをいう。次項及び第１２条において同じ。）を利用する移動に要する費用 (1) 運賃の等級を３階級に区分する船舶による出張等の場合には、上級の運賃

とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第６号までに掲げる費用は、第１ (2) 運賃の等級を２階級に区分する船舶による出張等の場合には、上級の運賃
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号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするも (3) 運賃の等級を設けない船舶による出張等の場合には、その乗船に要する運賃

のに限る。）の額の合計額とする。 (4) 公務上の必要により別に寝台料金を必要とした場合には、前３号に規定する

(1) 運賃 運賃のほか、現に支払った寝台料金

(2) 急行料金 (5) 第３号の規定に該当する船舶で特別船室料金を徴するものを運行する航路に

(3) 寝台料金 よる出張等をする場合には、同号に規定する運賃及び前号に規定する寝台料金

(4) 座席指定料金 のほか、特別船室料金

(5) 特別車両料金 (6) 座席指定料金を徴する船舶を運行する航路による出張等をする場合には、前

(6) 前各号に掲げる費用に付随する費用 各号に規定する運賃及び料金のほか、座席指定料金

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、外国旅行の場合であって運賃の等級が

区分された鉄道により移動するときは、最上級（等級が３以上に区分された鉄道

により移動する場合には、最上級の直近下位の級）の運賃の額とする。

３ 第１項第２号に掲げる急行料金、同項第４号に掲げる座席指定料金及び同項第

５号に掲げる特別車両料金は、路程が２００キロメートル以上の出張等について、

同一列車の乗車区間が３０キロメートル以上となる場合に限り支給する。ただし、

出張命令権者等が緊急を要すると認める場合は、この限りでない。

（船賃） （航空賃）

第１０条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第２項 第１０条 航空賃の額は、現に支払った旅客運賃による。

に規定する船舶運航事業の用に供する船舶、外国におけるこれに相当するものそ

の他規則で定めるものをいう。次項及び第１２条第１項において同じ。）を利用

する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第５号まで

に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務の

ため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。

(1) 運賃

(2) 寝台料金

(3) 座席指定料金

(4) 特別船室料金

(5) 前各号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、内国旅行の場合であって運賃の等級が

区分された船舶により移動するときは最下級、外国旅行の場合であって運賃の等

級が区分された船舶により移動するときは最上級（等級が３以上に区分された船
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舶により移動するときは、最上級の直近下位の級）の運賃の額とする。

（航空賃） （車賃）

第１１条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１８ 第１１条 車賃の額は、市長が別に定める基準による額とする。

項に規定する航空運送事業の用に供する航空機、外国におけるこれに相当するも

のその他規則で定めるものをいう。次項及び次条第１項において同じ。）を利用

する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲

げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため

特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。

(1) 運賃

(2) 座席指定料金

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航空機により

移動する場合には、最下級の運賃の額とする。ただし、外国旅行の場合であって

運賃の等級が区分された航空機により長時間にわたる移動として規則で定めるも

の（以下この項において「特定航空移動」という。）をするときは、最上級（運

賃の等級が３以上に区分された航空機により特定航空移動をする場合は、最上級

の直近下位の級）の運賃の額とする。

（その他の交通費） （日当）

第１２条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外の交通手段を利用する移 第１２条 日当の額は、別表第１の定額による。ただし、次の各号のいずれかに該

動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げる費 当する場合には、日当を支給しない。

用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 (1) 路程が鉄道１００キロメートル未満、水路５０キロメートル未満又は陸路２

(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一般乗合 ５キロメートル未満の出張等（次号に規定する出張を除く。）

旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客の運 (2) 第１８条第３項の規定により出張雑費が支給される出張

送を行うものに限る。）の用に供する自動車（外国におけるこれに相当するも ２ 鉄道、水路又は陸路にわたる出張等については、鉄道４キロメートル、水路２

のを含む。）を利用する移動に要する運賃 キロメートルをもってそれぞれ陸路１キロメートルとみなして前項の規定を適用

(2) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用に供す する。

る自動車（外国におけるこれに相当するものを含む。）その他の旅客を運送す

る交通手段（前号に規定する自動車を除く。）を利用する移動に要する運賃

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用

２ その他の交通費は、陸路（鉄道を除く。）旅行において、徒歩により移動する
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ものとした場合の距離が１．４キロメートル以上となる場合（市長が別に定める

場合を除く。）に支給する。ただし、特別の事情があると市長が認める場合は、

この限りでない。

（宿泊費） （宿泊料）

第１３条 宿泊費は、出張等のための旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、 第１３条 宿泊料の額は、別表第１の定額による。

１夜につき、内国旅行にあっては１９，０００円とし、外国旅行にあっては別表 ２ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行については、公務上の必要又は災害その他や

のとおりとする。 むを得ない事情により上陸又は着陸して宿泊した場合に限り支給する。

２ 前項の規定にかかわらず、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として市長が

定める場合の宿泊費の額は、当該宿泊に要する費用の額とする。

（包括宿泊費） （食卓料）

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費用 第１４条 食卓料の額は、別表第１の定額による。

とし、その額は、当該移動に係る第９条から第１２条までの規定による交通費の ２ 食卓料は、船賃又は航空賃のほかに別に食費を要する場合に限り支給する。

額及び当該宿泊に係る前条に規定する宿泊費の額の合計額とする。

（宿泊手当） （移転料）

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う出張等に必要な諸雑費に充てるための費用とし、 第１５条 移転料の額は、次に掲げる額による。

その額は、１夜当たりの定額とし、内国旅行にあっては２，４００円とし、外国 (1) 赴任の際扶養親族を移転する場合には、旧在勤地から新在勤地までの路程に

旅行にあっては別表のとおりとする。 応じた別表第２の定額による額

２ 宿泊手当の額は、宿泊費又は包括宿泊費について次の各号に掲げる場合に該当 (2) 赴任の際扶養親族を移転しない場合には、前号に規定する額の２分の１に相

するときは、前項の規定にかかわらず、当該各号に定める額とする。 当する額

(1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 前項で (3) 赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を命ぜられた日の翌日から１年以内に

定める額の２分の１の額 扶養親族を移転する場合には、前号に規定する額に相当する額

(2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 零 ２ 前項第３号の場合において、扶養親族を移転した際における移転料の定額が職

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当の額は、前２項の規定にかかわらず、内国旅 員が赴任した際の移転料の定額と異なるときは、同号の額は、扶養親族を移転し

行にあっては２，４００円とし、外国旅行にあってはその移動の到着地に応じ、 た際における移転料の定額を基礎として計算する。

別表のとおりとする。ただし、鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の交通費（包括 ３ 任命権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合には、

宿泊費及び家族移転費のうちこれらに相当するものを含む。）に食費に相当する 第１項第３号に規定する期間を延長することができる。

ものが含まれる場合は、これを支給しない。

（転居費） （着後手当）

第１６条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１８条第１項各号に掲げる 第１６条 着後手当の額は、別表第１の日当定額の５日分及び宿泊料定額の５夜分

場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、その額は、次に掲げる場合の区 に相当する額による。
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分に応じ、当該各号に定める方法により算定される額とする。

(1) 運送業者が家財の運送を行う場合 複数の運送業者に見積りをさせ、かつ、

その中から最も経済的なものを選択するときに限り、当該運送に要する額を転

居費の額とする方法

(2) 赴任をする者が宅配便又は自家用自動車若しくは道路運送法第８０条第１項

の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車その他これらに類するも

のを利用して家財の運送を行う場合 当該運送に要する額（その額が運送業者

に依頼したものとして前号の規定により算定した額を超えるときは、当該額）

を転居費の額とする方法

２ 前項の算定に当たっては、市費による支給が適当でない費用として市長が別に

定めるものを除くものとする。

３ 職員又は家族が他から赴任に係る旅費の支給又はこれに相当する金額の支払を

受ける場合には、前２項の規定により算定した転居費の額から当該支給又は当該

支払を受ける金額を差し引くこととする。

（着後滞在費） （扶養親族移転料）

第１７条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、その額は、 第１７条 扶養親族移転料の額は、次に掲げる額による。

５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手当の合計額に相 (1) 赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤地まで随伴する場合には、赴任を命

当する額とする。 ぜられた日における扶養親族１人ごとに、その移転の際における年齢に従い、

次に掲げる額の合計額

ア １２歳以上の者については、その移転の際における職員相当の鉄道賃、船

賃、航空賃及び車賃の全額並びに日当、宿泊料、食卓料及び着後手当の３分

の２に相当する額

イ １２歳未満６歳以上の者については、アに規定する額の２分の１に相当す

る額

ウ ６歳未満の者については、その移転の際における職員相当の日当、宿泊料、

食卓料及び着後手当の３分の１に相当する額。ただし、６歳未満の者を３人

以上随伴するときは、２人を超える者ごとにその移転の際における職員相当

の鉄道賃及び船賃の２分の１に相当する額を加算する。

(2) 前号の規定に該当する場合を除くほか、第１５条第１項第１号又は第３号の

規定に該当する場合には、扶養親族の旧居住地から新居住地までの移転につい
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て前号の規定に準じて計算した額。ただし、同号の規定により支給することが

できる額に相当する額を超えることができない。

(3) 第１号アからウまでの規定により日当、宿泊料、食卓料及び着後手当の額を

計算する場合において、当該旅費の額に１円未満の端数を生じたときは、これ

を切り捨てるものとする。

２ 職員が赴任を命ぜられた日において胎児であった子を移転する場合においては、

扶養親族移転料の額の計算については、その子を赴任を命ぜられた日における扶

養親族とみなして、前項の規定を適用する。

（家族移転費） （出張雑費）

第１８条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額は、次 第１８条 出張雑費の額は、別表第１の定額による。

に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 ２ 出張雑費は、路程が鉄道１００キロメートル未満、水路５０キロメートル未満

(1) 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。以下こ 又は陸路２５キロメートル未満の出張（市内に出張する場合を除く。）の場合に

の項において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合 家族１人ごとに、職 限り支給する。

員がその移転をするものとして算定した鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交 ３ 前項の規定にかかわらず、公用自動車による本庁舎から半径５０キロメートル

通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当並びに着後滞在費の合計額に相当する額 以内の地域への出張（市内に出張する場合を除く。）の場合には、出張雑費を支

(2) 前号に掲げる場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から１年以 給する。ただし、規則で定める施設に勤務する職員については、公用自動車によ

内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴任があった る当該施設から半径５０キロメートル以内の地域への出張（当該施設が設置され

場合には、当該赴任後における職員の新居住地）に移転する場合 同号の規定 ている市町村の地域に出張する場合を除く。）の場合に、出張雑費を支給する。

に準じて算定した額

２ 出張命令権者等は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合

には、前項第２号に規定する期間を延長することができる。

（渡航雑費） （外国旅費）

第１９条 渡航雑費は、外国旅行に要する雑費とし、その額は、予防接種に係る費 第１９条 職員が外国へ出張する場合には、旅費法に準じて市長が定める額を旅費

用、旅券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数料並びに入出国税その他外 として支給する。

国旅行に必要なものとして規則で定める費用の額とする。

（死亡手当）

第２０条 死亡手当は、職員の外国における死亡（第３条第２項第４号に掲げる場

合に限る。）に伴う諸雑費に充てるための費用とし、その額は、９３０，０００

円とする。

（特別職職員と同行した場合の旅費額） （特別職職員と同行した場合の旅費額）
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第２１条 職員が特別職職員と同行して出張をした場合には、当該職員に対し、第 第２０条 職員が特別職職員と同行して出張した 場合には、当該職員に対し、前

９条から前条までの規定にかかわらず、同行した特別職職員と同額の旅費を支給 各条 の規定にかかわらず、同行した特別職職員と同額の旅費を支給

する。 する。

（退職者等の旅費）

第２２条 第３条第２項第１号又は第３号の規定により支給する旅費は、退職等の

日の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張等の例に準

じて規則で定めるものとする。

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、同項に規

定する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転費に相当する

ものを加えるものとする。

３ 市長は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に規定する期間

を延長することができる。

（遺族等の旅費）

第２３条 第３条第２項第２号又は第４号の規定により支給する旅費（死亡手当に

係るものを除く。）は、出張等の例に準じて規則で定めるものとする。

２ 前項に規定する旅費の支給を受ける遺族の順位は、第２条第７号に掲げる順序

による。

（証人等 の旅費） （職員以外の者の旅費）

第２４条 第３条第４項 の規定により支給する旅費は、職 第２１条 職員以外の者について、第３条第２項の規定により支給する旅費は、職

員の出張の例に準じて計算した旅費とする。 員の出張の例に準じて計算した旅費とする。

（旅費の支給額の上限）

第２５条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれらに

相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、第１０条第

１項各号、第１１条第１項各号及び第１２条第１項各号に掲げる各費用について、

当該各条及び第６条の規定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各

費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除く。

）、家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及び渡航雑費に係る旅費の

支給額は、当該各種目について第６条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７

条、第１８条第１項及び第１９条の規定により計算した額と現に支払った額を比
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較し、当該各種目ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。

（旅費の調整） （旅費の調整）

第２６条 市長は、出張者等が市以外の者から旅費の支給を受ける 第２２条 市長は、職員等が公用の交通機関、宿泊施設等を利用して出張等をした

場合その他当該出張等における特別の事情により 又は当該出張等の性質上この 場合その他当該出張等における特別の事情により、又は当該出張等の性質上この

条例の規定による旅費を支給した場合には不当に出張等の実費を超えた旅費又は 条例の規定による旅費を支給した場合には著しく出張等の実費を超える旅費又は

通常必要としない旅費を支給することとなるときは、その実費を超えることとな 通常必要としない旅費を支給することとなるときは、その実費を超えることとな

る部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給しないことができる。 る部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給しないことができる。

２ 市長は、出張者等がこの条例の規定による旅費により出張等をすることが当該

出張等における特別の事情により又は当該出張等の性質上困難である場合には、

別に定める旅費を支給することができる。

（旅費の返納）

第２７条 市長は、出張者等がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅

費の支給を受けた場合には、当該旅費を返納させなければならない。

第２８条 （略） 第２３条 （略）

別表（第１３条、第１５条関係） 別表第１（第１２条、第１３条、第１４条、第１８条関係）

（略） （略）

別表第２（第１５条関係）

旅 費 の 額

種 別 区 分
１級から３級まで ４級及び５級の職 ６級から８級まで

の職務にある者 務にある者 の職務にある者

移転料 鉄道５０キロメート ９３，０００円 １０７，０００円 １２６，０００円
ル未満

鉄道５０キロメート

ル以上１００キロメ １０７，０００円 １２３，０００円 １４４，０００円

ートル未満

鉄道１００キロメー

トル以上３００キロ １３２，０００円 １５２，０００円 １７８，０００円
メートル未満
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鉄道３００キロメー

トル以上５００キロ １６３，０００円 １８７，０００円 ２２０，０００円
メートル未満

鉄道５００キロメー

トル以上１，０００ ２１６，０００円 ２４８，０００円 ２９２，０００円

キロメートル未満

鉄道１，０００キロ

メートル以上１，５ ２２７，０００円 ２６１，０００円 ３０６，０００円
００キロメートル未

満

鉄道１，５００キロ

メートル以上２，０ ２４３，０００円 ２７９，０００円 ３２８，０００円
００キロメートル未

満

鉄道２，０００キロ
２８２，０００円 ３２４，０００円 ３８１，０００円

メートル以上

備考 路程の計算については、水路及び陸路４分の１キロメートルをもって鉄

道１キロメートルとみなす。
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○ 川口市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和４２年条例第４号）（第２条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（費用弁償） （費用弁償）

第５条 議会の議員が公務のため出張したときは、費用弁償として鉄道賃、船賃、 第５条 議会の議員が公務のため出張したときは、費用弁償として鉄道賃、船賃、

航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当、渡航雑費及び死亡手 航空賃、車賃、日当、宿泊料及び食卓料

当を支給し、その額は、次の各号に掲げる費用弁償の区分に応じ、当該各号に定 を支給し、その額は、別表第２のとおり

める額とする。 とする。

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、包括宿泊費、宿泊手当、渡航雑費

及び死亡手当 別表第２に定める額

(2) 宿泊費 別表第３に定める額

２ （略） ２ （略）

第６条 議会の議員が公務のため外国へ出張したときは、前条の規定にかかわらず、

費用弁償の額は、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号

）中の指定職の職務にある者の例による。

（支給方法） （支給方法）

第６条 前条 に定めるもののほか、議会の議員に支給する費用弁償の支給方法は、 第７条 前２条に定めるもののほか、議会の議員に支給する費用弁償の支給方法は、

一般職の職員に支給する旅費の例による。 一般職の職員に支給する旅費の例による。

第７条 （略） 第８条 （略）

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係）

（略） （略）

別表第３（第５条関係）

（略）
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○ 川口市市長等常勤の特別職職員の給与等に関する条例（昭和４２年条例第５号）（第３条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（旅費） （旅費）

第１１条 （略） 第１１条 （略）

２ 旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊 ２ 旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料及び食卓料

手当、渡航雑費及び死亡手当とし、その額は、次の各号に掲げる旅費の区分に応 とし、その額は、別表第２のとおり

じ、当該各号に定める額とする。 とする。

(1) 鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、包括宿泊費、宿泊手当、渡航雑費

及び死亡手当 別表第２に定める額

(2) 宿泊費 別表第３に定める額

第１２条 市長等が公務のため外国へ出張したときは、前条の規定にかかわらず、

旅費の額は、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）中

の指定職の職務にある者の例による。

第１２条～第１４条 （略） 第１３条～第１５条 （略）

別表第２（第１１条関係） 別表第２（第１１条関係）

（略） （略）

別表第３（第１１条関係）

（略）
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○ 川口市実費弁償に関する条例（昭和４２年条例第９号）（第４条関係）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（実費弁償） （実費弁償）

第２条 次に掲げる者に対し、 実費弁償を支給する。 第２条 次に掲げる者に対し、別表に定める実費弁償を支給する。

(1) ～(9) （略） (1) ～(9) （略）

(10) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第３４条（同法第９条第３項 (10) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第３４条（同法第９条第３項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により審理員若しくは の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により審理員若しくは

審査庁の求めに応じ出頭した参考人若しくは鑑定人又は同法第８１条第３項に 審査庁の求めに応じ出頭した参考人若しくは鑑定人又は同法第８１条第３項の

おいて準用する 同法第７４条の規定により川口市情報公開・個 規定により読み替えて準用する同法第７４条の規定により川口市情報公開・個

人情報保護等審査会の求めに応じ出頭した者 人情報保護等審査会の求めに応じ出頭した者

(11) （略） (11) （略）

２ 実費弁償は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費及

び宿泊手当とし、その額は、川口市職員の旅費に関する条例（昭和４２年条例第

８号）の規定により職員に支給する旅費の額に相当する額とする。

別表（第２条関係）

種 別 実 費 弁 償 の 額

鉄道賃又は船賃 一般職の職員に支給する旅費の額に相
当する額

航 空 賃

車 賃

日 当 ３，０００円
（１日につき）

宿 泊 料 １５，０００円
（１夜につき）
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食 卓 料 ３，０００円
（１夜につき）
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議案第１５３号参考資料

川口市事務手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市事務手数料条例（昭和５１年条例第１０号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（手数料の額等） （手数料の額等）

第２条 手数料の種類及び額は、次の各号に掲げるとおりとする。 第２条 手数料の種類及び額は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 納税に関する証明 １件につき ４００円 (1) 納税に関する証明 １件につき ２００円

(2) 公課に関する証明 同 ４００円（キオスク端末（地方公共団体情報システ (2) 公課に関する証明 同 ２００円

ム機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）を経由して

市長の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続された通信端末機器をいう。

以下同じ。）により証明書の交付を行う場合にあっては、２００円）

(3) 固定資産に関する証明 同 ４００円 (3) 固定資産に関する証明 同 ２００円

(4) 事業に関する証明 同 ４００円 (4) 事業に関する証明 同 ２００円

(5) 納税管理人に関する証明 同 ２００円

(6) 公簿、公文書及び図面に関する証明 同 ２００円

(7) 公簿、公文書及び図面の閲覧 同 ２００円

(5) ・(6) （略） (8) ・(9) （略）

(7) 市道路、準用河川及び法定外公共物と民有地との境界測量 １件につき (10) 市道路、準用河川及び法定外公共物と民有地との境界測量 １件につき

３，０００円 １，５００円

(8) 市道路、準用河川及び法定外公共物と民有地との境界確認に関する証明 (11) 市道路、準用河川及び法定外公共物と民有地との境界確認に関する証明

同 ４００円 同 ２００円

(9) 市道路の幅員に関する証明 同 ４００円 (12) 市道路の幅員に関する証明 同 ２００円

(10) その他の諸証明 同 ４００円 (13) その他の諸証明 同 ２００円

２・３ （略） ２・３ （略）

（手数料の件数の計算方法等） （手数料の件数の計算方法等）

第３条 手数料の件数は、次に掲げるとおりとする。 第３条 手数料の件数は、次に掲げるとおりとする。

(1) （略） (1) （略）
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(2) 固定資産に関する証明は、１年度ごとに、土地は１筆 、建物は１棟 (2) 固定資産に関する証明は、 土地にあっては２筆、建物にあっ

をもって １件とし、１筆又は１棟を増すごとに１００円を加える。 ては２棟までを１件とし、１筆又は１棟を増すごとに１００円を加える。

(3) 公簿、公文書及び図面の閲覧は、公簿にあっては１冊、公文書にあっては１

事件、図面にあっては１枚をもって１件とする。

(3) （略） (4) （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

（手数料の減免） （手数料の減免）

第６条 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料（第２条第２項及び第３項 第６条 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料（第２条第２項及び第３項

の手数料を除く。）を徴収しない。ただし、キオスク端末を利用する方法により の手数料を除く。）を徴収しない。

申請があった場合は、この限りでない。

(1) ～(4) （略） (1) ～(4) （略）

２～５ （略） ２～５ （略）
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議案第１５４号参考資料

川口市戸籍法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市戸籍法等関係事務手数料条例（平成１２年条例第１５号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（住民基本台帳法に関する事務の手数料の額） （住民基本台帳法に関する事務の手数料の額）

第３条 住民基本台帳法に基づき市長に証明書の交付の請求等をしようとする者は、 第３条 住民基本台帳法に基づき市長に証明書の交付の請求等をしようとする者は、

次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。 次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。

(1) 住民基本台帳法第１１条の２第１項の規定に基づく住民票（同法第１１条第 (1) 住民基本台帳法第１１条の２第１項の規定に基づく住民票（同法第１１条第

１項に規定する住民基本台帳の一部の写しをいう 。）の閲 １項に規定する住民基本台帳の一部の写しをいう。次号において同じ。）の閲

覧手数料 閲覧の対象となる者１人につき ２００円 覧手数料 １件 につき ２００円

(2) 住民基本台帳法第１１条の２第１項の規定に基づく住民票を編成した簿冊の

閲覧手数料 １冊につき ２，０００円

(2) 住民基本台帳法第１２条第１項又は第１２条の３第１項若しくは第２項の規 (3) 住民基本台帳法第１２条第１項又は第１２条の３第１項若しくは第２項の規

定に基づく住民票の写しの交付手数料 １通につき ４００円（キオスク端末 定に基づく住民票の写しの交付手数料 １通につき ２００円

（地方公共団体情報システム機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。

以下同じ。）を経由して市長の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続さ

れた通信端末機器をいう。以下同じ。）により交付する場合にあっては、２０

０円）

(3) 住民基本台帳法第１２条第１項又は第１２条の３第１項若しくは第２項の規 (4) 住民基本台帳法第１２条第１項又は第１２条の３第１項若しくは第２項の規

定に基づく住民票に記載をした事項に関する証明書の交付手数料 同 ４００ 定に基づく住民票に記載をした事項に関する証明書の交付手数料 同 ２００

円（キオスク端末により交付する場合にあっては、２００円） 円

(4) 住民基本台帳法第１２条の４第１項の規定に基づく住民票の写しの交付手数 (5) 住民基本台帳法第１２条の４第１項の規定に基づく住民票の写しの交付手数

料 同 ４００円 料 同 ２００円

(5) 住民基本台帳法第１５条の４第１項、第３項又は第４項の規定に基づく除票 (6) 住民基本台帳法第１５条の４第１項、第３項又は第４項の規定に基づく除票

の写しの交付手数料 同 ４００円 の写しの交付手数料 同 ２００円

(6) 住民基本台帳法第２０条第１項、第３項又は第４項の規定に基づく戸籍の附 (7) 住民基本台帳法第２０条第１項、第３項又は第４項の規定に基づく戸籍の附

票の写しの交付手数料 同 ４００円（キオスク端末により交付する場合にあ 票の写しの交付手数料 同 ２００円
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っては、２００円）

(7) 住民基本台帳法第２１条の３第１項、第３項又は第４項の規定に基づく戸籍 (8) 住民基本台帳法第２１条の３第１項、第３項又は第４項の規定に基づく戸籍

の附票の除票の写しの交付手数料 同 ４００円 の附票の除票の写しの交付手数料 同 ２００円

（川口市印鑑条例に関する事務の手数料の額） （川口市印鑑条例に関する事務の手数料の額）

第４条 川口市印鑑条例に基づき市長に証明書の交付の申請等をしようとする者は、 第４条 川口市印鑑条例に基づき市長に証明書の交付の申請等をしようとする者は、

次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。 次に定めるところにより市に手数料を納付しなければならない。

(1) 川口市印鑑条例第８条の規定に基づく印鑑登録証の交付手数料 １枚につき (1) 川口市印鑑条例第８条の規定に基づく印鑑登録証の交付手数料 １枚につき

４００円 ２００円

(2) 川口市印鑑条例第１０条の規定に基づく印鑑登録証の引替交付手数料 同 (2) 川口市印鑑条例第１０条の規定に基づく印鑑登録証の引替交付手数料 同

４００円 ２００円

(3) 川口市印鑑条例第１５条及び第１６条の規定に基づく印鑑登録証明書の交付 (3) 川口市印鑑条例第１５条及び第１６条の規定に基づく印鑑登録証明書の交付

手数料 １通につき ４００円（キオスク端末により交付する場合にあっては、 手数料 １通につき ２００円

２００円）

（その他の証明に関する事務の手数料の額） （その他の証明に関する事務の手数料の額）

第５条 次の各号に掲げる証明書の交付の申請をしようとする者は、当該各号に定 第５条 次の各号に掲げる証明書の交付の申請をしようとする者は、当該各号に定

める手数料を市に納付しなければならない。 める手数料を市に納付しなければならない。

(1) 身分に関する証明書 １通につき ４００円 (1) 身分に関する証明書 １通につき ２００円

(2) 不在に関する証明書 同 ４００円 (2) 不在に関する証明書 同 ２００円

(3) 埋火葬に関する証明書 同 ４００円 (3) 埋火葬に関する証明書 同 ２００円

(4) 戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書 同 ４００円 (4) 戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書 同 ２００円

（手数料の徴収時期） （手数料の徴収時期）

第６条 手数料は、請求又は申請のとき徴収する。ただし、第３条第１号に掲げる 第６条 手数料は、請求又は申請のとき徴収する。

手数料については、閲覧のとき徴収する。

（手数料の免除） （手数料の免除）

第７条 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を徴収しない。ただし、キ 第７条 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を徴収しない。

オスク端末を利用する方法により請求又は申請があった場合は、この限りでない。

(1) ～(4) （略） (1) ～(4) （略）
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議案第１５５号参考資料

川口市被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の業務の適正化等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の業務の適正化等に関する条例（平成３０年条例第１４号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の届出） （被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の届出）

第３条 国及び地方公共団体以外の者は、被保護者等住居・生活・金銭管理サービ 第３条 国及び地方公共団体以外の者は、被保護者等住居・生活・金銭管理サービ

ス提供事業（前条第１項第５号に掲げる事業を除く。第２３条において同じ。） ス提供事業（前条第１項第５号に掲げる事業を除く 。）

を経営しようとするときは、その事業の開始前に、次に掲げる事項を市長に届け を経営しようとするときは、その事業の開始前に、次に掲げる事項を市長に届け

出なければならない。 出なければならない。

(1) ～(8) （略） (1) ～(8) （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

（電磁的記録等）

第１９条 事業者及びその職員は、作成、保存その他これらに類するもののうち、

この条例において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定され、又は想

定されるもの（次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。

２ 事業者及びその職員は、交付、説明その他これらに類するもの（以下「交付等

」という。）のうち、この条例において書面で行うことが規定され、又は想定さ

れるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができな

い方法をいう。）により行うことができる。

第２０条・第２１条 （略） 第１９条・第２０条 （略）
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（罰則） （罰則）

第２２条 （略） 第２１条 （略）

第２３条 第３条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして被保護者

等住居・生活・金銭管理サービス提供事業を経営した者は、３００，０００円以

下の罰金に処する。

（両罰規定） （両罰規定）

第２４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、 第２２条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の事業に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰する その法人又は人の事業に関し、前条 の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又はその人に対しても各本条の罰金刑を科する。 ほか、その法人又はその人に対しても同条 の罰金刑を科する。
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議案第１５６号参考資料

川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第２２号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において「重度心身障害者」とは、次の各号のいずれかに該当す 第２条 この条例において「重度心身障害者」とは、次の各号のいずれかに該当す

る者をいう。 る者をいう。

(1) ～(3) （略） (1) ～(3) （略）

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又は特別の理由により同項の精神障害者

保健福祉手帳を所持していない者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行令第６条第３項に定める２級の障害を有するもの

(5) （略） (4) （略）

（助成の対象） （助成の対象）

第３条 医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、国 第３条 医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）若しくは高齢者の医療の確保に関す 民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）若しくは高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０号）による被保険者又は規則で定める社会保険各 る法律（昭和５７年法律第８０号）による被保険者又は規則で定める社会保険各

法（以下「社会保険各法」という。）による被保険者、組合員若しくは加入者（ 法（以下「社会保険各法」という。）による被保険者、組合員若しくは加入者（

以下「被保険者等」という。）若しくは社会保険各法による被扶養者である重度 以下「被保険者等」という。）若しくは社会保険各法による被扶養者である重度

心身障害者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 心身障害者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。

(1) （略） (1) （略）

(2) 本市から障害者総合支援法第２９条第１項の規定により指定障害福祉サービ (2) 本市から障害者総合支援法第２９条第１項の規定により指定障害福祉サービ

ス等に対する介護給付費若しくは訓練等給付費の支給を受け、又は障害者総合 ス等に対する介護給付費若しくは訓練等給付費の支給を受け、又は同法

支援法第３０条第１項の規定により、指定障害福祉サービス等若しくは基準該 第３０条第１項の規定により、指定障害福祉サービス等若しくは基準該

当障害福祉サービスに対する特例介護給付費若しくは特例訓練等給付費の支給 当障害福祉サービスに対する特例介護給付費若しくは特例訓練等給付費の支給

を受け、本市の区域外に設置されている指定障害福祉サービス事業者等の運営 を受け、本市の区域外に設置されている指定障害福祉サービス事業者等の運営

する施設又は住居に入所し、入院し、又は入居している者 する施設又は住居に入所し、入院し、又は入居している者

-37-



(3) ～(12) （略） (3) ～(12) （略）

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としな ２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としな

い。 い。

(1) ～(3) （略） (1) ～(3) （略）

(4) ６５歳に達する日後に重度心身障害者となった者（前条第５号に規定する重 (4) ６５歳に達する日後に重度心身障害者となった者（前条第４号に規定する重

度心身障害者であって、６５歳に達する日以前に高齢者の医療の確保に関する 度心身障害者であって、６５歳に達する日以前に高齢者の医療の確保に関する

法律施行令別表で定める程度の障害の状態にあったと市長が認めるものを除く。 法律施行令別表で定める程度の障害の状態にあったと市長が認めるものを除く。

） ）

(5) 前条第４号に該当する者（同条第１号、第２号又は第５号に該当する者を除

く。）であって、川口市子ども医療費の支給に関する条例（昭和４８年条例第

３８号）又は川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条

例第３５号）に基づき医療費の支給を受けることができるもの（同条例第６条

第１項の規定により医療費が支給されない者を除く。）

(6) 他の地方公共団体から次に掲げる事業に相当する事業により医療に関する給 (5) 他の地方公共団体から次に掲げる事業に相当する事業により医療に関する給

付を受けることができる者 付を受けることができる者

ア （略） ア （略）

イ 川口市子ども医療費の支給に関する条例 に基 イ 川口市子ども医療費の支給に関する条例（昭和４８年条例第３８号）に基

づき医療費の支給を行う事業 づき医療費の支給を行う事業

ウ 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例 ウ 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条例第３５

に基づき医療費の支給を行う事業 号）に基づき医療費の支給を行う事業

（医療費の助成） （医療費の助成）

第７条 市長は、国民健康保険法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律による 第７条 市長は、国民健康保険法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律による

被保険者又は社会保険各法による被保険者等が、受給資格登録者に係る医療費（ 被保険者又は社会保険各法による被保険者等が、受給資格登録者に係る医療費（

次に掲げる 第２条第３号に該当する者（同条第１号、第２号又は第４号に該当する者を除く。

）が医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定する精神病

医療費を除く。以下この項において同じ。） 床に入院したときの当該入院に係る医療費を除く。）の

のうち国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律又は社会保険各法の規 うち国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律又は社会保険各法の規

定により負担すべき額（食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を除く。） 定により負担すべき額（食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を除く。）

から法令の規定による医療に関する給付及びそれ以外の医療に関する給付であっ から法令の規定による医療に関する給付及びそれ以外の医療に関する給付であっ
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て国又は地方公共団体の負担によるものに係る額（食事療養標準負担額及び生活 て国又は地方公共団体の負担によるものに係る額（食事療養標準負担額及び生活

療養標準負担額に係るものを除く。）を控除した額（以下「助成額」という。） 療養標準負担額に係るものを除く。）を控除した額（以下「助成額」という。）

を助成する。ただし、受給資格登録者に係る医療費に対する付加給付があるとき を助成する。ただし、受給資格登録者に係る医療費に対する付加給付があるとき

は、助成額から当該付加給付の額を控除した額を助成する。 は、助成額から当該付加給付の額を控除した額を助成する。

(1) 第２条第３号に該当する者（同条第１号、第２号又は第５号に該当する者を

除く。）が医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定す

る精神病床に入院したときの当該入院に係る医療費

(2) 第２条第４号に該当する者（同条第１号、第２号又は第５号に該当する者を

除く。）が障害者総合支援法第５８条第１項に規定する指定自立支援医療（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８

年政令第１０号）第１条の２第３号に規定する精神通院医療に係るものに限る。

）を受けたときの当該指定自立支援医療に係る医療費以外の医療費

２ （略） ２ （略）
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議案第１５７号参考資料

川口市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年条例第７８号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（診療の方針） （診療の方針）

第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところによる。 第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところによる。

(1) ～(5) （略） (1) ～(5) （略）

(6) 介護医療院基準第１８条第６号に規定する厚生労働大臣が定める医薬品以外 (6) 介護医療院基準第１８条第６号に規定する厚生労働大臣が定める医薬品以外

の医薬品を入所者に施用し、又は処方してはならないこと。ただし、医薬品、 の医薬品を入所者に施用し、又は処方してはならないこと。ただし、医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律 医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律

第１４５号）第２条第１８項に規定する治験に係る診療において、当該治験の 第１４５号）第２条第１７項に規定する治験に係る診療において、当該治験の

対象とされる薬物を使用する場合においては、この限りでない。 対象とされる薬物を使用する場合においては、この限りでない。
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議案第１５８号参考資料

川口市立学校設置条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市立学校設置条例（昭和３９年条例第２５号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１・２ （略） １・２ （略）

３ 中学校 ３ 中学校

名 称 位 置 名 称 位 置

（略） （略）

川口市立芝西中学校陽春分校 川口市芝園町３番１８号

川口市立芝園学園中学校 川口市芝園町３番１８号 （略）

川口市立芝園学園中学校陽春分校 川口市芝園町３番１８号

４ （略） ４ （略）
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議案第１５９号参考資料

川口市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市放課後児童クラブ条例（昭和４１年条例第１２号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（利用料） （利用料）

第６条 市長は、前条の規定により承認を受けた者から、次の各号に掲げる区分に 第６条 市長は、前条の規定により承認を受けた者から、次の各号に掲げる区分に

応じ当該各号に定める額の利用料を徴収する。ただし、生活保護法（昭和２５年 応じ当該各号に定める額の利用料を徴収する。ただし、生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による被保護世帯及び市町村民税（特別区民税を含む。以下同 法律第１４４号）による被保護世帯及び市町村民税（特別区民税を含む。以下同

じ。）が非課税である世帯（４月から６月までの間にあっては前年度分の市町村 じ。）が非課税である世帯（４月から６月までの間にあっては前年度分の市町村

民税が非課税である世帯）については、利用料を徴収しない。 民税が非課税である世帯）については、利用料を徴収しない。

(1) 通常時間の利用に係る利用料 児童１人につき月額９，０００円 (1) 通常時間の利用に係る利用料 児童１人につき月額７，０００円

(2) （略） (2) （略）

２・３ （略） ２・３ （略）
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議案第１６０号参考資料

川口市学校給食条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市学校給食条例（平成２２年条例第４２号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（学校給食の実施） （学校給食の実施）

第２条 本市は、法第４条の規定に基づき、川口市立小学校に在学する児童及び川 第２条 本市は、法第４条の規定に基づき、川口市立小学校に在学する児童及び川

口市立中学校（次に掲げる中学校 を除く。）に在学する生徒（以下「 口市立中学校（川口市立高等学校附属中学校を除く。）に在学する生徒（以下「

児童生徒」という。）に対し学校給食を実施する。 児童生徒」という。）に対し学校給食を実施する。

(1) 川口市立高等学校附属中学校

(2) 川口市立芝園学園中学校

(3) 川口市立芝園学園中学校陽春分校
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議案第１６１号参考資料

川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成７年条例第１４号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

別表第１（第３５条、第３６条関係） 別表第１（第３５条、第３６条関係）

１ 廃棄物処理手数料 １ 廃棄物処理手数料

収集及び運 処分に関す 収集及び運 処分に関す
種別 取 扱 区 分 単 位 搬に関する る手数料 備考 種別 取 扱 区 分 単 位 搬に関する る手数料 備考

手数料 手数料

（略） （略）

その 家庭 （略） その 家庭 （略）
他の 系廃 他の 系廃
廃棄 棄物 市の処理施設に 重量１０ １５０円 （略） 廃棄 棄物 市の処理施設に 重量１０ １００円 （略）
物 搬入されるもの キログラ 物 搬入されるもの キログラ

（特定処理廃棄 ムにつき （特定処理廃棄 ムにつき
物を除く。） 物を除く。）

事業系一般廃棄物及び 重量１０ ３１０円 事業系一般廃棄物及び 重量１０ ２２０円
一般廃棄物と併せて処 キログラ 一般廃棄物と併せて処 キログラ
理する産業廃棄物 ムにつき 理する産業廃棄物 ムにつき

２ 動物死体処理手数料 ２ 動物死体処理手数料

収集及び運搬
処分に関する

収集及び運搬
処分に関する

種 別 取 扱 区 分 単 位 に関する手数
手数料

備考 種 別 取 扱 区 分 単 位 に関する手数
手数料

備考
料 料

動物の死体 犬、猫及びそ １体に ５，６１０円 ５，２４０円 （略） 動物の死体 犬、猫及びそ １体に １，１４０円 ４，３８０円 （略）
の他の動物 つき の他の動物 つき

別表第２（第４７条関係） 別表第２（第４７条関係）
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区 分 １件当たりの手数料の額 区 分 １件当たりの手数料の額

法第７条第１項の規定に基づく一般廃棄物収集運 ６，０００円 法第７条第１項の規定に基づく一般廃棄物収集運 ４，４００円
搬業の許可 搬業の許可

法第７条第２項の規定に基づく一般廃棄物収集運 ６，０００円 法第７条第２項の規定に基づく一般廃棄物収集運 ４，４００円
搬業の許可の更新 搬業の許可の更新

法第７条第６項の規定に基づく一般廃棄物処分業 ６，０００円 法第７条第６項の規定に基づく一般廃棄物処分業 ４，４００円
の許可 の許可

法第７条第７項の規定に基づく一般廃棄物処分業 ６，０００円 法第７条第７項の規定に基づく一般廃棄物処分業 ４，４００円
の許可の更新 の許可の更新

法第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物収 ６，０００円 法第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物収 ４，４００円
集運搬業の事業の範囲の変更の許可 集運搬業の事業の範囲の変更の許可

法第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物処 ６，０００円 法第７条の２第１項の規定に基づく一般廃棄物処 ４，４００円
分業の事業の範囲の変更の許可 分業の事業の範囲の変更の許可

（略） （略）

浄化槽法第３５条第１項の規定に基づく浄化槽清 ６，０００円 浄化槽法第３５条第１項の規定に基づく浄化槽清 ４，４００円
掃業の許可 掃業の許可

（略） （略）
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議案第１６２号参考資料

川口市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１１年条例第５２号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に 第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に

基づく建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、マンションの再生等の円滑化 基づく建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、マンションの建替え等の円滑

に関する法律 （平成１４年法律第７８号）、長期優良住宅の普及の促進に関す 化に関する法律（平成１４年法律第７８号）、長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律（平成２０年法律第８７号）、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成 る法律（平成２０年法律第８７号）、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（ ２４年法律第８４号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（

平成２７年法律第５３号）に規定する事務その他これらに関係する事務に係る手 平成２７年法律第５３号）に規定する事務その他これらに関係する事務に係る手

数料の徴収に関し、必要な事項を定めるものとする。 数料の徴収に関し、必要な事項を定めるものとする。

（マンションの再生等の円滑化に関する法律 の規定に基づく許可の申請に係る （マンションの建替え等の円滑化に関する法律の規定に基づく許可の申請に係る

手数料の額等） 手数料の額等）

第４条 マンションの再生等の円滑化に関する法律第１６３条の５９の規定に基づ 第４条 マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０５条 の規定に基づ

き市長に容積率又は各部分の高さの特例の許可の申請をしようとする者は、１件 き市長に容積率 の特例の許可の申請をしようとする者は、１件

につき１６０，０００円の手数料を市に納付しなければならない。 につき１６０，０００円の手数料を市に納付しなければならない。

（建築台帳の記載事項を証する書面及び道路調書の交付申請に係る手数料の額等 （建築台帳の記載事項を証する書面及び道路調書の交付申請に係る手数料の額等

） ）

第８条 建築基準法第１２条第８項に規定する台帳の記載事項を証する書面の交付 第８条 建築基準法第１２条第８項に規定する台帳の記載事項を証する書面の交付

を市長に申請しようとする者は、１件につき６００円の手数料を市に納付しなけ を市長に申請しようとする者は、１件につき４００円の手数料を市に納付しなけ

ればならない。 ればならない。

２ 道路調書（建築基準法第４２条に規定する道路の種別その他規則で定める事項 ２ 道路調書（建築基準法第４２条に規定する道路の種別その他規則で定める事項

を記載した書面をいう。）の交付を市長に申請しようとする者は、１件につき６ を記載した書面をいう。）の交付を市長に申請しようとする者は、１件につき４

００円の手数料を市に納付しなければならない。 ００円の手数料を市に納付しなければならない。
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（道路位置指定図面及び建築計画概要書等の写しの交付申請に係る手数料の額等 （道路位置指定図面及び建築計画概要書等の写しの交付申請に係る手数料の額等

） ）

第９条 建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定に係る図面 第９条 建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定に係る図面

の写しの交付を市長に申請しようとする者は、１件につき６００円の手数料を市 の写しの交付を市長に申請しようとする者は、１件につき４００円の手数料を市

に納付しなければならない。 に納付しなければならない。

２ 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１１条の３第１項に規 ２ 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１１条の３第１項に規

定する建築計画概要書（当該建築計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。 定する建築計画概要書（当該建築計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。

）、築造計画概要書（当該築造計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。 ）、築造計画概要書（当該築造計画に係る同項に規定する処分等概要書を含む。

）、定期調査報告概要書、定期検査報告概要書又は全体計画概要書の写しの交付 ）、定期調査報告概要書、定期検査報告概要書又は全体計画概要書の写しの交付

を市長に申請しようとする者は、それぞれ１件につき６００円の手数料を市に納 を市長に申請しようとする者は、それぞれ１件につき４００円の手数料を市に納

付しなければならない。 付しなければならない。

-47-



議案第１６３号参考資料

川口市水道事業給水条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市水道事業給水条例（昭和３７年条例第３５号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（工事の施行） （工事の施行）

第１０条 給水装置の工事は、市又は管理者が水道法（昭和３２年法律第１７７号。 第１０条 給水装置の工事は、市又は管理者が水道法（昭和３２年法律第１７７号。

以下「法」という。）第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水装置 以下「法」という。）第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水装置

工事事業者」という。）が施行する。ただし、災害その他非常の場合において、 工事事業者」という。）が施行する。

管理者が他の水道事業者又は他の水道事業者が同項の指定をした者が給水装置の

工事を施行する必要があると認めるときは、この限りでない。

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者（同項ただし書の規定により給水 ２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者

装置の工事を施行する者を含む。次条第２項及び第３１条第２項において同じ。

）が給水装置の工事を施行する場合は、あらかじめ管理者の設計審査（使用材料 が給水装置の工事を施行する場合は、あらかじめ管理者の設計審査（使用材料

の確認を含む。）を受け、かつ、当該工事のしゅん工後直ちに管理者の工事検査 の確認を含む。）を受け、かつ、当該工事のしゅん工後直ちに管理者の工事検査

を受けなければならない。 を受けなければならない。

（料金） （料金）

第２２条 次項及び第３項に定めるものを除くほか、水道料金は、１月につき次の 第２２条 次項及び第３項に定めるものを除くほか、水道料金は、１月につき次の

表に掲げる区分により算定した基本料金と従量料金の合計額とする。 表に掲げる区分により算定した基本料金と従量料金の合計額とする。この場合に

おいて、１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

口径 基本料金 従量料金（１立方メートルにつき） 口径 基本料金 従量料金（１立方メートルにつき）

（ミリメ （ミリメ
使用水量 料金 料金 基本水量 使用水量 料金ートル） ートル）

１３ １，３３１円 1０立方メートルまでの分 １１円 １３ １，１１１円 １０立方 １０立方メートルを超え １７３円

メートル ２０立方メートルまでの分 ８０銭

まで１０立方メートルを超え ２２２円２０銭 ２０立方メートルを超え ２８１円

２０立方メートルまでの分 ５０立方メートルまでの分 ６０銭
２０ １，８１５円 １０立方
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２０ ２，２１１円 ２０立方メートルを超え ３５８円６０銭 ５０立方メートルを超え ３３０円メートル
５０立方メートルまでの分 １００立方メートルまでの分まで

５０立方メートルを超え ４２０円２０銭 １００立方メートルを超え ３７６円
２５ ２，３４３円 １０立方１００立方メートルまでの分 ２００立方メートルまでの分 ２０銭

メートル
２５ ２，８８２円 １００立方メートルを超え ４７７円４０銭 ２００立方メートルを超える分 ４２２円まで

２００立方メートルまでの分 ４０銭

２００立方メートルを超える分 ５３２円４０銭 ３０ ３，１９０円 １００立方メートルまでの分 ３３０円

４０ ５，１２６円
３０ ４，０３７円 １００立方メートルまでの分 ４２０円２０銭 １００立方メートルを超え ３７６円

５０ １３，３１０円 ２００立方メートルまでの分 ２０銭
４０ ６，４９０円

１００立方メートルを超え ４７７円４０銭 ２００立方メートルを超え ４２２円７５ ２４，９４８円
５０ １６，８６３円 ２００立方メートルまでの分 ５００立方メートルまでの分 ４０銭

１００ ４４，３５２円２００立方メートルを超え ５３４円６０銭 ５００立方メートルを超え ４３１円７５ ３１，６１４円
５００立方メートルまでの分 １，０００立方メートルまでの分 ２０銭１５０ １１０，８８０円

１００ ５６，２１０円 ５００立方メートルを超え ５４５円６０銭 １，０００立方メートルを超える分 ４７０円
２００ ２１７，６０２円１，０００立方メートルまでの分 ８０銭１５０ １４０，５２５円

１，０００立方メートルを超える分 ５９４円
２００ ２７５，７８１円

２ 公衆浴場用（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条の規定に基づき ２ 公衆浴場用（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条の規定に基づき

埼玉県知事が指定する入浴料金の統制額の適用を受ける公衆浴場に使用するもの 埼玉県知事が指定する入浴料金の統制額の適用を受ける公衆浴場に使用するもの

をいう。）に水道を使用する場合の水道料金は、１月につき次の表に掲げる区分 をいう。）に水道を使用する場合の水道料金は、１月につき次の表に掲げる区分

により算定した基本料金と従量料金の合計額とする。 により算定した基本料金と従量料金の合計額とする。この場合において、１円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

（略） （略）

３ 特別給水（上下水道局構内において直接給水するものをいう。）する場合の水 ３ 特別給水（上下水道局構内において直接給水するものをいう。）する場合の水

道料金は、１立方メートルにつき４２０円２０銭により算定した額とする。 道料金は、１立方メートルにつき３３０円 により算定した額とする。

４ 管理者は、共同住宅の水道料金について、使用者等から申請があったときは、 ４ 管理者は、共同住宅の水道料金について、使用者等から申請があったときは、

当該共同住宅の総使用水量をその戸数で除して得た水量を基礎とし、それぞれに 当該共同住宅の総使用水量をその戸数で除して得た水量を基礎とし、それぞれに

第１項の水道料金表を適用して算定した額 第１項の水道料金表を適用して算定した額（１円未満の端数が生じたときは、こ

の合計額とすることができる。 れを切り捨てるものとする。）の合計額とすることができる。
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５ 前各項の規定により算定した水道料金の額（第２７条第１項本文の規定により

２月分の水道料金を徴収する場合にあっては、前各項の規定により算定した各月

の水道料金を合算した額）に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。

（料金の徴収） （料金の徴収）

第２７条 水道料金は、２月分をまとめて徴収する。ただし、管理者が必要と認め 第２７条 水道料金は、２月分をまとめて徴収する。

たときは、この限りでない。

２ （略） ２ （略）
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議案第１６４号参考資料

川口市下水道条例の一部を改正する条例案新旧対照表

○ 川口市下水道条例（昭和４７年条例第２７号）

（下線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（使用料） （使用料）

第１１条 （略） 第１１条 （略）

２ 使用料は、１月につき次の表に掲げる区分により算定した額の合計額とする。 ２ 使用料は、 次の表に掲げる区分により算定した額の合計額とする。

この場合において、１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。

種別 使用料 種別 使用料（１月につき）

基本料金 従量料金（１立方メートルにつき） 基本料金 超過料金

排除量 金額 排除量 金額 排除量 金額（１
立法メー

一般汚水 １，１５２円 １０立方メートルまでの分 １１円 トルにつ
８０銭 き）

１０立方メートルを超え １３２円
２０立方メートルまでの分 一般汚水 １０立 ９７５円 １０立方メートルを超え １０２円

方メー ７０銭 ２０立方メートルまでの分 ３０銭
２０立方メートルを超え １５８円 トルま
５０立方メートルまでの分 ４０銭 で ２０立方メートルを超え １２３円

５０立方メートルまでの分 ２０銭
５０立法メートルを超え １８４円
１００立方メートルまでの分 ８０銭 ５０立法メートルを超え １４４円

１００立方メートルまでの分 １０銭
１００立方メートルを超え ２０９円
２００立方メートルまでの分 １００立方メートルを超え １６３円

２００立方メートルまでの分 ９０銭
２００立方メートルを超え ２３５円
５００立方メートルまでの分 ４０銭 ２００立方メートルを超え １８４円

５００立方メートルまでの分 ８０銭
５００立方メートルを超え ２６１円
１，０００立方メートルまでの分 ８０銭 ５００立方メートルを超え ２０６円

１，０００立方メートルまでの分 ８０銭
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１，０００立方メートルを超え ２９０円
２，５００立方メートルまでの分 ４０銭 １，０００立方メートルを超え ２２８円

２，５００立方メートルまでの分 ８０銭
２，５００立法メートルを超える分 ３１９円

２，５００立法メートルを超える ２５３円
公衆浴場汚水 １立方メートルにつき ３１円 分
（物価統制令 ９０銭
（昭和２１年 公衆浴場汚水 １立方メートルにつき ３１円
勅令第１１８ （物価統制令 ９０銭
号）第４条の （昭和２１年
規定に基づき 勅令第１１８
埼玉県知事が 号）第４条の
指定する入浴 規定に基づき
料金の統制額 埼玉県知事が
の適用を受け 指定する入浴
る公衆浴場か 料金の統制額
ら排出される の適用を受け
汚水をいう。 る公衆浴場か
） ら排出される

汚水をいう。
）

３ （略） ３ （略）

４ 前２項の規定により算定した使用料の額（第１４条第１項本文の規定により２

月分の使用料を徴収する場合にあっては、前２項の規定により算定した各月の使

用料を合算した額）に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。

（使用料の算定） （使用料の算定）

第１２条 使用料は、隔月の定例日（使用料算定基準日として、あらかじめ管理者 第１２条 使用料は、隔月の定例日（使用料算定基準日として、あらかじめ管理者

が定めた日をいう。以下同じ。）現在において算定した汚水排除量を、各月均等 が定めた日をいう 。）現在において算定した汚水排除量を、各月均等

とみなして算定する。 とみなして算定する。

２ （略） ２ （略）

３ 定例日から次の定例日までの中途において公共下水道の使用を開始し、又は中 ３ 定例日から次の定例日までの中途において公共下水道の使用を開始し、又は中

止したときの使用料は、川口市水道事業給水条例（昭和３７年条例第３５号）第 止したときの使用料は、川口市水道事業給水条例（昭和３７年条例第３５号）第

２５条第１項（第１号を除く。）の規定を準用して算定する。 ２５条第１項（第２号を除く。）の規定を準用して算定する。
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